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中小製造業における付加価値と収益力の向上に向けて
　─業務プロセス変革の視点から─

滋賀大学経済学部教授

弘　中　史　子

1. はじめに
　本論文では，厳しい環境におかれている日本の中小製造業を対象に，業務プロ

セスに焦点をあてて付加価値と収益力の向上について議論する。特に日本を代表

する金属・機械系の産業を部品加工や組み付け，設備製作で支える生産財の中小

企業に焦点をあて検討していきたい。

　これらの産業では，グローバル化の進展，円高の進行，市場の成熟など，厳し

い経営環境にある企業が多い。特に最近ではグローバル化の影響は最も大きいで

あろう。新興諸国の技術力が向上し，高品質の部品を日本の中小製造業が加工・

生産するといえども優位性が低下してきた。明確な優位性がなくなっていけば，

差異化が困難になりいわゆるコモディティ化が起こる。コモディティ化とは，企

業間で機能や品質等の差異化要素が乏しくなっていく状況である。この場合，価

格競争に陥る可能性が高くなる。

　価格競争を考えた場合，日本の中小製造業にとって脅威となるのは，大手の日

本企業が現地調達を推進していることである。新興諸国では，低価格の人件費，

インフラ・コストのもとで生産が行われており，これに対抗するのは至難であ

る。また，消費者ニーズの変化により製品のライフサイクルの短期化が進行する

場合，開発や生産設備の投資を回収することが困難になり，これも利益を圧迫す

る要因となる。

　こうした中にあって，日本の製造業の武器は技術力だと考えられてきた。しか

し高い機能，品質を実現する技術力も，それが顧客に評価されて収益を得ること

ができなければ，苦境は改善しない。また技術力も単に高ければよいというわけ

でもない。市場で求められている以上の品質・機能を実現しても，オーバースペ

ックとなり，これも収益につながらない。

　延岡（2010）は，技術経営には「ものづくりをいかにうまくやるか」と，「も
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のづくりをいかに経済的な価値に結びつけるか」の２つがあり，後者が重要にな

ってきたことを指摘している。

　

2. 付加価値と業務プロセス
1) ものづくりと付加価値に関する既存研究

　現有の技術を活用しながら，いかにそれを付加価値に結びつけていくかという

議論は，これまでもなされてきた。

　第一は，価値についてのアプローチである。

　マーケティング論では，製品の機能やスペックだけではなく，消費者の感性や

使用経験・使用プロセスによって付加価値がもたらされるとする経験価値や感性

価値の創造という議論がある。ここでは，長内（2012）でも指摘されているよう

に市場でのマーケティング活動が重視されている。また付加価値の創造プロセス

において，経験したり共感したりする主体である消費者・顧客の役割に光が当て

られている。しかし本論文では，生産者がリードできる技術をベースとした付加

価値向上を念頭におきたい。

　一方で技術マネジメントに近い議論としては，最近ではたとえば延岡（2010）

があり，そこでは機能を超えて顧客の主観的解釈によってもたらされる価値が意

味的価値と称される。普遍的な評価基準の機能よりも，主観的ではあっても真に

顧客が喜ぶ価値を提供するということである。本論文が対象とするような生産財

においては，顧客のためにコンテクストにあった使いやすさを生み出したり，ソ

リューションを提供したりすることが意味的価値の源泉だとされる1。したがっ

て生産する企業が重要なプレイヤーとなりうる（延岡・高杉2010）。

　第二は，ものづくりの質そのものを変換するというアプローチである。特に

近年は製造業のサービス化が着目されてきた。アメリカの競争力向上について

議論された“Innovate America：Thriving in a World of Challenges and Change” 

（2004），通称パルミザーノレポートとよばれるものが端緒となった。そして競争

力のある会社は製品のみが強いのではなくサービスが融合されていること，また

1延岡・高杉（2010）では生産財と消費財の意味的価値の差異についても言及しており，消費財の場
合には，デザインや感触といった顧客の感性が価値をつくりあげる上で大きな要素を占めるとしてい
る。
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製品にサービスを付加して提供することが売上の源泉となりうるといった議論が

展開された。

　サービス化のための研究はその後も進み，Reinart&Ulaga（2008）では，製品

にサービスを付加することで競争優位が得られることを前提に，いかにしてそれ

を利益に結びつけるかが論じられている。Shanker et al.（2010）では，製品とサ

ービスをどのように組み合わせればイノベーションが成功するかを論じている。

　こうしたモノづくりのサービス化では，顧客が製品を使用する際のサポートや

ソリューションの提供，保守や管理，アフターサービスなどが想定されることが

多い。

　第三が，価値の見えやすさに関する議論である。楠木（2010）では，多くの企

業が可視的な価値次元の上で競争していることが，長期的な利益に結実せずかつ

コモディティ化を促進してしまう要因であると指摘されている。たとえばスペッ

クなど明確な基準で評価できるような可視的な価値次元での競争は，物理的限界

にあたり，競争が収斂しやすくなってしまうという。

　

2) 業務プロセスへの着目

　付加価値を向上させるためには，単純に考えるならば価値部分を拡大させるこ

とが重要である。一方で収益力を考えるならば，コスト部分を削減させることも

必要になる。

　前者は，既存研究でとり上げられている意味的価値の創造や，ものづくりのサ

ービス化という考え方に近い。しかし考慮しなければならないのは，中小製造業

が手がけるのは完成品でなく，部品の組み付けや加工といった要素が多いことで

ある。顧客の要求する仕様や条件にしたがって加工や組み付けを行い，品質保証

等は顧客が行う場合もある。

　手がけるプロセスが狭いがゆえに，意味的価値創造やサービス化で指摘されて

いるソリューションや保守・管理，アフターサービスなどを組み合わせる自由度

が限られる場合も多い。中小企業を対象にした議論ではこの点に留意しながら，

付加価値の拡大を考えなければならない。

　他方で，後者のコスト部分を削減させる方法は，グローバル競争の中で限界に

近づいているかにみえるが，依然として有効であると言わざるをえない。後述の
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事例企業のように，それを実現しているケースが今も存在している。

　本論文では，付加価値と収益力の向上を，業務プロセスの変革を軸として考察

したい。とりわけ顧客との関係もふまえて検討する。ここでいう業務プロセスと

は，開発，設計，資材発注，購買，生産，販売，物流，アフターサービスなど，

業務の一連の流れを指す2。

　業務プロセスに着目するのは，以下の理由による。

　第一に，付加価値向上とコストの削減の双方を扱うことができる。まず自社の

業務プロセスを再考することで，コスト部分の削減が見えてくる。同じ製品や加

工を手がけていても，それが顧客に納入されるまでの業務プロセスは企業によっ

て様々であり，そこに工夫の余地がある。

　また価値向上の余地も発見しやすくなる。前述のように中小企業は手がけるプ

ロセスが狭かったり，業務内容が限られていたりするが，顧客の業務をとりこむ

など，業務プロセスを拡大することにより，価値向上の可能性が高まる。

　Reinart&Ulaga（2008）でも，サービスの収益化のための最終ステップとし

て，顧客のプロセスに着目することをあげている。また顧客の業務プロセスに着

目することは，新たな販売先を開拓する場合と比較してリスクが低い。

　第二が，プロセスの変革を伴うことで，顧客が価値を一義的に判断しづらくな

る。中小企業が手がける生産財は，QCD（品質・コスト・納期）といった明確

な指標で，競合他社と評価されてきた。

　他社と同じプロセスで，部品生産がなされ納入されるのであれば，顧客にとっ

ては比較が容易になってしまう。しかし他社と同様の部品，加工であっても，他

社と異なるプロセスを経るのであれば，顧客にとっては比較が困難になる。つま

り，楠木（2010）で指摘されている「イノベーションの見え過ぎ化」を防ぐこと

ができるのである。

　第三に，業務プロセスの特定の部分に注力したり，業務プロセスを拡大したり

することで，アウトソーシングの可能性が生まれることである。本論文ではこの

点については触れないが，仕入先にも目が行くようになれば，サプライチェーン

2本論文では自社の業務プロセスと，顧客の業務プロセスにのみ焦点をあてている。そのためサプラ
イチェーンではなく，業務プロセスという語を使用している。
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を広くとらえて付加価値向上の糸口を発見できるようになるであろう。

　以上の理由により，本論文では付加価値と収益力を向上させる方法について，

業務プロセスの変革を軸として考察する。そこでは，現有の技術力を前提とし，

かつ手がける部品・加工，製品の内容を変更せずに可能な方策を探ることとな

る。

　なお，社内のプロセスに着目した経営手法として有名なものには Hammer  & 

Champy（1993）のビジネスプロセス・リエンジニアリングがある。彼らは過度

の専門化や分業に対する問題意識を持ち，組織も含めてプロセス全体を見直し，

大幅なコストカットを実現して効率化することを主張した。

　本論文でも同様に業務プロセスを扱うが，自社のプロセスだけでなく，顧客

の業務プロセスもあわせて見直すことを視野に入れている。また Hammer & 

Champy（1993）では，コストダウンによる効果が大きな柱になっているのに対

して，本論文では新たな付加価値を生み出すことも意識したい。

3. 業務プロセスの変革
　以下では，業務プロセスによる付加価値向上を，「社内の業務プロセスの変革」

「顧客の業務プロセスの代行」「顧客の業務プロセスの増強」の３つにパターンし

て，筆者がヒアリング調査した事例3を引用しながら考える。

図表 1　付加価値向上と収益力向上のための業務プロセス変革のパターン

3調査は平成23・24年度の科学研究費補助金によるものである。
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1) 社内の業務プロセスの変革

　前述のように，同じ製品や加工を手がけていても，それが顧客に納入されるま

での社内のプロセスは様々である。それゆえに，同業他社と同様の業種や製品，

加工内容であっても，業務プロセスを工夫することで可能性が広がる。

　大塚産業グループ（滋賀県）4は，リーマン・ショック以降，売上のいかんにか

かわらず，利益を確保できるようになった。その直接の原動力となったのは，業

務プロセス変革のためのカイゼン提案活動である。

　同社は自動車業界に納入していることから，これまでも長年にわたってカイゼ

ン提案活動を実施してきたが，その活動方針を転換した。具体的には，まず改善

の経済効果よりも提案件数を重視するようにした。これまで経済効果の高い改善

提案を評価していたが，件数を出すことを求めるようにし，提案の経済的価値に

関わらず，提案したこと自体を認めて評価するようにしてみた。

　さらに，社員がアイデアを考えついたら提案するよりも，まず実行するように

仕向けた。改善点を見つけて計画的に問題解決を検討して提案するという方法か

ら，アイデアをまず実施するというスピードを優先したのである。ひとまず実行

してみるため，一時的に効率を落としてしまうような場合もあったが，社員が自

分のアイデアに基づいて行動し，経験を積むことを推奨したのである。

　その結果，リーマン・ショック後に急激にカイゼン提案件数が増加している。

07年度には3288件，08年5302件，09年度は6372件，10年度7171件，11年度10629

件であり，1人で600件の提案をした社員もいるという。こうした細かなカイゼン

の積み重ねが，同社の業務プロセスの変革に大きな効果をもたらしている。

42012年8月8日のヒアリング調査による。

図表 2　事例企業の概要

社　　名 業　務　内　容 資本金(万円）

大 塚 産 業 グ ル ー プ 自動車部品・住宅用内装材等 11,500　　　
（グループ計）

株式会社伊藤製作所 金型の開発・製作，プレス部品加工等 5,000　　　

有限会社セイシン工業 生産設備の開発・製造等 300　　　

有限会社カツミ工業 自動車，家電，薬品業界の金型の開発・製作等 800　　　

株 式 会 社 ホ ニ ッ ク 電子機器及び電気制御機器の開発・製造等 4,000　　　
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　第一に，業務を正確・確実に実行できるようになった。基本的なことや，細か

いことでも提案することを奨励したために，たとえば５S（整理・整頓等）や標

準作業の遵守に関わるような提案も出てきた。以前は，幹部が５Sや標準作業の

遵守を指導しても徹底できない場合があったが，社員自身が提案したことである

がゆえに，それを遵守するようになったのである。設計変更時の細かな手続きな

ども着実に行われるようになった。

　第二が，コストの削減である。カイゼン内容は，ウレタン樹脂や織布の加工に

使う糊の節約，電力の節約など，一つ一つの経済効果は限られていたが全体とし

ての効果は大きかった。リーマン・ショック後の受注半減期においても，赤字を

出さない部門もでてきた。

　第三にコスト削減と生産性の両立が可能になった。たとえば受注量の減少時に

出されたカイゼン案で，内装材の原材料の生地にムダが出ないようにこれまで廃

棄処分していた生地までも活用するというものがあった。これは，生地のコスト

ダウンには貢献するものの，当初は裁断作業の時間が増加してしまった。しかし

生産量の回復時までに，社員が効率的な裁断方法を自ら考案し，結果として生産

性も向上していったのである。

　第四に，価値部分の増大にもつながっていった。カイゼンの量が増えるにつれ

て，次第に質も上がっていったという。最近では，不織布などの生地から一体的

に連続成形する技術も，カイゼンの積み重ねで開発することができた。これはカ

バー表面に加工ができるようになるなどして，製品のデザイン性も高められると

いう。

　株式会社伊藤製作所（三重県）5も，社内の業務プロセスを変革して，コスト削

減を実現し，付加価値を生み出している。

　まず生産面において，金型パーマメントセット生産システムというシステムを

考案している。通常の企業では，多品種少量生産に対応し，かつ機械の稼働率を

向上させるために，１台のプレス機において，複数の部品を生産する。そのため

に，生産する部品が変わるごとに金型を入れ替えなければならない。また，入れ

替えるたびに測定器を使用して品質管理に長時間かけなければならないことが多

52011年8月9日の調査による。
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かった。

　しかし同社では，受注数量が多いプレス部品については，プレス機をその部品

専用にして金型をつけたままにしている。この結果，金型の入れ替えのための段

取り替え作業が不要になり，受注があったらすぐに生産できるため納期において

優位性が生まれた。また慎重な作業が必要な段取り作業を行うマンパワーも削減

できた。さらに段取り替えを行わないことで，金型が長寿命化し，これもコスト

ダウンにつながった。現在48台のプレス機がこのシステムを使っている。48点の

部品は月々生産する部品の８％に当たるが，その売り上げは全体の80％を占めて

いるという。

　また設計面でも業務プロセスを変革している。同社はフィリピンに海外拠点が

あるが，そこでは金型等の製造だけでなく，優秀な技術者を採用し定着をはかる

ことで金型の設計も行なっている。そして，顧客からの受注価格や，受注内容の

難易度に応じて，日本とフィリピンの両拠点で設計作業を分業できるようにした

のである。

　また，日本の拠点の繁忙期には，フィリピンの拠点が設計作業をサポートでき

るために，受注量の増加や納期の短縮にも対応できるようになっている。結果と

して売上も増加し，付加価値も向上した。

　有限会社カツミ工業（愛知県）6は，業務プロセスの変革で同業他社の約半分と

いうリードタイムを実現した。

　まず材料の在庫をあえて持つことで，受注時にすぐに生産に着手できるように

した。またリピート注文の多い部品も一度にまとめて生産するようにした。さら

に精度の高い機械に設備投資をして，加工の精度を向上させ，後工程の組み付け

時間を短縮することができた。

　また社内の業務プロセスの変革に伴い，アウトソーシングも考えるようになっ

た。金型製作において，高精度が求められる中核部品以外は，他社に依頼するこ

とにしたのである。同社は精密な加工を得意とし，そのための設備投資を行なっ

ているが，中核部品以外も同等の加工を行うとオーバースペックになってしまう

ためである。

62012年7月27日の調査による。
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　以上のように，事例としてとりあげた企業では，社内の事業プロセスを変革す

ることで，付加価値を生み出している。きめ細やかな変革が１つ１つ積み重なっ

ているため，同業他社も模倣しにくいプロセスとなっているのである。

　

2) 顧客の業務プロセスの代行

　業務プロセスの変革は，社内にこだわる必要はない。顧客の業務プロセスを代

行することによっても，付加価値の向上が可能である。これまで顧客が行なって

いたビジネスプロセスの一部を，自社が遂行するのである。

　リーマン・ショック後，正社員の比率を減少させたり，部門の統廃合を行った

り，他方でグローバル拠点を増加させたりした企業は多く，業務プロセスが変化

してきている。それゆえに，以前は顧客自身が遂行していたプロセスに穴が空い

たり，人員が不足したりしているプロセスもあり，中小企業が代行できる可能性

が高まっている。

　前述のカツミ工業も顧客のプロセスをとりこんでいる。同社では，超高精度の

工作機械を導入したことから，加工精度を保証することが可能になった。その結

果，顧客が受入検査を省略するケースもでてきたという。これは顧客の検査プロ

セスの代行であり，競合他社との差異化につながる。

　有限会社セイシン工業（愛知県）7も顧客の業務プロセスの代行に成功してい

る。空気圧関連機器メーカーに対しては，開発部署に技術者を派遣して，装置の

開発・設計を行なっている。一般的に生産設備を受注する際には，顧客の仕様を

受け取ってから，自社で設計・生産をすることが多い。しかし同社の場合には，

派遣した技術者がリアルタイムで顧客の要望をとりいれつつ，顧客の生産現場の

コンセプトに適合するように，設備の仕様を固めていく。

　その仕様にしたがって設計を行い，時には装置の部品加工，組立から据付まで

も一貫して請け負っている。同社が生産した装置は信頼性が高いということで，

顧客が納入時の立ち会い検査を省略することもあるという。つまり，顧客の生産

設備の開発プロセス，納入検査プロセスを代行しているのである。

　また遊戯機械メーカーに向けては，単体の装置についてだけでなく，ライン全

72012年7月27日の調査による。
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体の開発・生産も受注するようになっている。顧客毎に異なる生産ラインの思想

や，ワークの性質に適合するように設備を組み合わせ，ラインをつくっていくの

である。

　このように，顧客の業務プロセスを代行することにより，顧客の注文に従って

設備を生産する場合よりも，収益が上がりやすくなっている。手がけるプロセス

の拡大により，付加価値を生み出す要素も多くなり，競合他社とも差異化でき

る。また，顧客が使用する様々な装置の開発や生産についての経験を積むこと

で，技術力が向上していることを実感しているという。

　他方で顧客は，同社に発注することで自社のマンパワーを割くことなく，理想

の設備やラインを導入でき，その上すぐに生産に着手できる。そのため，顧客自

身が設備やラインを開発・生産するよりも，同社に依頼した方がリードタイムを

短縮できると高評価を得ている。垂直立ち上げに代表されるように，立ち上げの

迅速化が求められる現在では，これは大きなメリットとなる。

　これらの事例が示唆しているのは，顧客の業務プロセスの中においても，自社

が貢献でき，なおかつ顧客よりもパフォーマンスの高い部分が存在するというこ

とである。顧客にとって好ましい状況を，中小企業が実現できるのである。

3) 顧客の業務プロセスの増強

　顧客の業務プロセスを代行するのではなく，これまで顧客が手がけてこなかっ

たプロセスを自社が増強するという方法もある。

　株式会社ホニック（愛知県）8は，主としてダンボールメーカー向けに品質管

理・検査等の制御システムを納入している企業である。同社では顧客が手がけて

いない新たな検査方法を開発し，提案している。つまり顧客のプロセスを代行す

るのではなく，顧客の業務プロセスを新たに増強しているのである。

　同社では，多くの顧客の生産ラインを観察することで，品質管理を効率的・効

果的に行う手法を探っている。顧客にとっては，生産プロセスの上流で不良を発

見できるほど，材料や加工のムダ，手直しのムダが減るため，そこに焦点をあて

てシステムを開発し，納入している。

82012年7月23日の調査による。
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　顧客の業務プロセスの増強は，ニーズから生まれるものではない。それゆえに

顧客の意思決定を促すためには工夫が必要となる。

　第一は，顧客にそのシステムの必要性を理解してもらわなければならない。顧

客はすでに品質管理や検査のための制御システムを導入しているため，なぜ新た

な装置が必要であるかを認識してもらう必要がある。そこで，同社では業界団体

のカンファレンスや関連学会などで機会があるごとに報告を行い，検査に関する

技術の進展を示している。近年，ダンボール業界はユーザーからの品質要求が高

度化しているため，検査技術が進展していることがわかれば，同社のシステムの

導入に理解を示しやすくなる。

　第二は，顧客に対してわかりやすくプレゼンテーションするということであ

る。顧客がすでに導入している制御方法であれば容易に理解してもらえるが，新

たな制御方法を提案しているので，その仕組みを理解してもらう必要がある。3

次元ソフトウェアなどを活用しつつ，どのようなメカニズムで不良を早期発見で

きるかを丁寧に説明している。

　前述の伊藤製作所でも，顧客の業務プロセスの増強を行なっている。新規に注

文があった場合には，その条件設定のままで納入するのではなく，顧客がサンプ

ルを使用する際の環境や使用条件を細かに把握する。そして耐久性等の条件が過

小・過剰になっていないかを見極めて，最適の品質基準を提案しているのであ

る。また，製品図面を一部変更することで材料の歩留まりを良くしたり，安価な

金型を実現するための形状変更も提案したりしている。

　同社では，金型やプレス加工に関する精緻な知識を蓄積しており，プレス加工

でどこまで実現可能か，そのためにはどのような条件をクリアすべきかを判断で

きる。この知識によって同社は，顧客の加工条件の設定という業務プロセスを増

強しているのである。

　こうした業務プロセスの増強は，顧客の指示から生まれたものではない。また

顧客の業務プロセスの代行でもないために，同業他社にとっては可視化がしにく

く，競争が避けやすくなる。

　また，顧客にとってより望ましい状況を生み出すため，それが高い付加価値と

なる。ホニックの場合，導入されたシステムが顧客の想定よりも高コストになっ

たとしても，顧客は自社が品質不良を出した際のコストと比較して，導入メリッ



29

トを実感できる。伊藤製作所の場合にも，同社に試作品を発注することで，顧客

は条件不足による品質不良や，コストアップ要因となる過剰品質を避けられると

いうメリットを見出している。

　

4. 顧客関係の再認識
　以上，中小企業の業務プロセスの変革という視点から付加価値向上を見てき

た。こうした変革を起こすための示唆は，顧客との関係の中で見出される可能性

が高い。

1) 顧客ニーズへの対応を超えて

　従来から，顧客ニーズへの対応は，企業経営のマネジメントの基本として意識

されてきた。しかしながら業務プロセスの変革を実現するためには，ニーズに対

応するという発想だけでは不十分となっている。自社の着想による自社主導の変

革が必要になるのである。

　顧客ニーズへの対応は，２つの問題点を抱えている。第一は，顧客のニーズが

明確であればあるほど，競争の指標が具体的になっていくという点である。顧客

のニーズがあれば，それは競合する同業他社にも明示されている可能性が高く，

当然競争も激しくなる。中小企業が収益力を向上させていこうとするならば，む

しろ顧客に明確な判断指標を与えないようにしていく必要がある。

　たとえば，「社内の業務プロセスの変革」でみた事例は，付加価値向上に加え

コスト削減を実現しているが，顧客など社外からは効果がどの程度なのかが曖昧

で判断しづらいものとなっている。

　「顧客のビジネスプロセスの代行」や，「顧客のビジネスプロセスの増強」に

ついても同様である。自らが主導で業務プロセスを変革すればするほど，顧客は

他社と比較しづらくなる。

　第二は，顧客ニーズへの対応は，当該顧客に特有のニーズに応えるものになり

がちであるという点である。他の顧客に同じ対応を応用することが難しければ，

スケールメリットを得にくくなる。むしろ自社主導で変革を行い，その方法を多

くの顧客に応用することで，収益が向上し，付加価値もよりいっそう高まりやす

くなる。これは，自社の技術を最大限に有効活用するということでもある。
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2) 顧客情報・データへの着目

　業務プロセスの変革を行う場合には，顧客との長期的な取引で培った情報・デ

ータが役立つことがある。

　日本の中小製造業の多くは，特定の顧客と長期的に取引してきた。つまり顧客

に関する膨大な情報・データが長年にわたって社内に蓄積されているのである。

Ulaga & Reinartz（2011）は，製品とサービスを組み合わせて提供する上で，社

内での顧客データの収集とその解釈の重要性を指摘している。

　セイシン工業では，これまで様々な装置，ユニットを手がけてきたが，近年は

それらの設計情報や原価情報のデータベース化に着手している。これまで自社に

蓄積されてきた情報・データを集約し，活用するという意識が高まったのであ

る。

　データベース化が進展すれば，過去の開発や設計ノウハウが応用でき，見積り

に必要な原価の根拠も明確になる。それにより開発・設計が効率的になるだけで

なく，見積り金額や納期も正確になり，見積りにかかる時間も削減できることに

なる。またこうした顧客データの分析を進めていけば，業種や業態に共通する特

徴などもつかむことができるであろう。

　中小企業はこれまで社内に蓄積されてきた顧客の情報・データが，大きな潜在

的価値を持つことを，改めて認識すべきであろう。

　

3) 顧客とのコミュニケーションルートの多様化

　生産財を手がける企業の場合には，顧客と接触する機会が限定されていること

も多い。たとえば顧客から直接依頼がくるのではなく，間に商社が入ってそこか

ら見積り依頼がくる場合などは，顧客との接点さえ持ちづらい。

　また顧客の購買窓口と，自社が納入した製品を実際に利用する部署が異なれ

ば，自社の加工や部品に求められる条件についての情報が入りにくい。たとえば

購買担当部署がコストを重視していても，自社の部品を実際に利用する開発部署

はコストが多少犠牲になっても，耐久性が向上する方法を重視しているかもしれ

ない。

　顧客の明示したニーズにダイレクトに答えるのではなく，自社の着想で変革を

行なっていこうとするならば，顧客についてできるだけ多くの情報が得られるこ
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とが重要になる。資材や購買担当の部署だけでなく，開発や生産担当，マーケテ

ィング担当などとも，日頃から情報交換できるよう，コミュニケーションのルー

トを多様化することが望まれる。

5. 結びにかえて
　本論文では，現有の技術力を前提とし，かつ業種や手がける部品や加工，製品

の内容を変更せずに付加価値と収益力を向上させる手法として，業務プロセスに

着目した。また変革のための示唆を得る手段として顧客との関係の再構築を提案

した。たとえ，オンリーワンやナンバーワンの技術を持っていなかったとして

も，プロセスの変革で付加価値を向上し，収益力も向上できる可能性は十分ある

のである。

　業務プロセスの変革においては，社内に加えて顧客の開発，設計，資材発注，

購買，生産，販売，物流，アフターサービスに至るまでの一連の流れを細かく見

つめ直すことになる。規模の小さな中小企業は，プロセスを俯瞰しやすく，抜本

的な変革も容易であるという点で，むしろ大企業よりも有利である。

　最後に本研究で残された課題のうち，主たる点を示しておきたい。第一は，事

例が限定されていることである。付加価値と収益力の向上における業務プロセス

変革の役割を普遍的に探るのであれば，定量データやさらなる事例調査が不可欠

である。

　第二が，「確実に」収益に結びつける方策を精緻化して議論することである。

本論文では付加価値向上のために，顧客の判断指標が明確になることを避ける意

図でプロセスに着目した。しかしたとえば顧客の業務プロセスの代行や，顧客の

業務プロセスの増強を行った際に，高い交渉力があれば，より一層納入価格に反

映していくことが可能であろう。顧客との交渉力を高める方法については，別途

議論を深める必要がある。

　第三が，アウトソーシングの活用についてである。業務プロセスの変革によ

り，プロセスが拡大するとするならば，規模に限界のある中小企業では，すべて

を自社で遂行することは不可能になる。本論文ではアウトソーシングについての

言及は限定的であった。業務プロセスの変革とアウトソーシングのバランスにつ

いても，引き続き検討されなければならないであろう。
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　以上の諸点について，今後の研究で取り組んでいくこととしたい。
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